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1 研究の目的と特色

(1)研究の目的

本研究は、学機織文化を同調性と個業性か

ら自律性と協働性を基盤とする方向へと転換す

るために、教師の f児童の捉えjを交流する学

年・学校レベルの協働を促す学校改善プログラ

ムを開発し、その効果を検証することをねらい

とするものである。

(2)研究の特色

従来の省察・協働プログラムの成果と課題を

ふまえ、以下の諸点に力点を置いたプログラム

の開発、実施、検討、考察を試みる。

①学年集団レベルだ、けでなく、全校レベルのプ

ログラムを展開し、学機目織文化の構築をめ

ざす。

②教師以外の学校関係者のプログラムへの参加

を重視する。

③「児童の捉え」の見直しを基点とした学級経

営改善を図る。

2 プログラムの開発

(1)プログラムの基本概念

①省察

省察を「教師が自らの教育実践を振り返り、

児童に対する捉え、ならびに教育実践を規定す

る学年・組織レベルの諸条件を明らかにし、見

直す過程Jと定義する。

②協働

協働を「教師の教育的行為を支えている枠組

みを組織的コミュニケーションによって開放化

し、相互の見方の違いを尊重し合いながら交流

することによって、自発的に修正していくこと

指導教官 佐古秀一

ができる関係性やその過程j と定義する。

(2)プログラムの基本構想

本プログラムは、個人の省察を学年教師が支

援する学年レベルの協働と、その成果を全教師

が共有し、新しい関係規範を形成する組織レベ

ルの協働からなる。

固

(3)プログラムの各レベルの構成

1)個人レベル

個人の省察は、学級における「児童の捉え」

に関して①児童の事実の収集と問題の提起、②

問題の整理ないし焦点化、⑨足えに関する探究、

④児童に対する支援策の考案と選択、@f=r動計

画の実行と評価の5段階を想定した。

2)学年レベル

省察過程の③・④を支援するもので、、教員お

よて紗ト部の学校関係者の問で以下の運営原則に

基づき、学年会を活用した。①問題の明確化と

開示の原則、②主体的な問題意識に基づく検討

の原則、③双方向的な交流の原則、@買事実に基

づく交流の原則

3)学校組織レベル

組織の規範が形成される過程を以下のように

想定した。



①新しb、価値への気づき:異質な価値の導入により、

その有効性を認識する。

信粗織糊T動の実施:新しい価値に基づき、その有被
性を確かめる車国制句行動を起こす。

③新しい価値観の共有:組縦句行動の成果を交流し合

フ。

④既存の価値観の修正:これまでの規範に関する課題

を交流し、新しい規範を共有する。

信漸しい価値観の浸透:新しい規範を強化するために、

組織的凶行動をとる。

3 プログラムの実施とデータの収集

本研究では、小学校1校(教員数 31名)を

対象に省察・協働プログラムを以下のような流

れで実施した。

q洗行学年の省察・協働活動の実施

②学校レベルの第1回全体会

③全学年の省察・協働活動の実施

④全校レベルの第2回全体会

⑤全学年の省察・協働活動σ瑞蹴実施

また、プログラムの効果を検証するためにプ

ログラム導入校および非導入校を対象に質問紙

調査を5月と 7月の2回実施し、比較・分析を

行なったo これとともに、相互検討会の発話デ

ー夕、インタビューのデャータを収集し、比較・

分析を行った。

4 プログラムの効果

(1)教師個人に対する効果

シートならびにインタビューのデータに関し

て、「児童の捉えJにおける分析は、「受容性J、

「自己一致性j、 「個人尊重主義Jの3つの視

点で行い、以下の傾向が認められた。①「受容

性J 児童に対して文脈性を持った柔軟な「捉

え」に変容した。②「自己一致性J 自己の指

導に自信を持っと同時に自己反省する機会が増

えた。③「個人尊重主義J 児童の特性を把握

し、個に応じた指導を意識するようになったo

(2)教師間関係に対する効果

「教師間関係Jに関する分析は、「自律性J、

「協働志向j、 「コミュニケーションの双方向

性J、「情報の相補性jの4つの視点で行ったo

発話データにおいては ar協働志向J 抽出児

童に対して学年で一致した指導を行うことがで

きた、 brコミュニケーションの双方向性j

学級の問題を率直に開示し、教師聞の相互理解

に役立った、 cr情報の相補性J 日常的に学
級の情報が教師聞で交流し合うようになった、

以上の傾向が認められた。質問紙調査において

は、 「自律性Jと「協働志向Jに関する効果は

認められなかったが、 「コミュニケーションの

双方向性Jと「情報の相補性Jに関しては、一

定の効果が認められた。

5 総括的考察

参加者によるプログラムの評価はおおむね肯

定的であり、①「児童の捉えJを見直すことの

有効性、②他の教師との相互検討による効果な

どに関して積極的言利回が示された。これらのこ

とから、本プログラムは似固人の「児童に対す

る捉えjの変容、②学年・学校レベルでの教員

内コミュニケーションの転畿をもたらし、組織

変革に寄与する可能性が示された。また、教員

以外の参加者(心の相談員)を相互検討会に加

えることの有効性も明らかになった。

しかし、一面的な教員間関係、に関する質問紙

調査では、プログラムの効果が確認できなかっ

た。この点に関して、プログラム以外の要因を

含めて解消することが課題として残された。


